
『資本論J第二巻ヱンゲノレスの序文を

めぐる価値論論争（2)

倉 利 丸

目次

序

I.エンゲルスの問題提起

II.論争の発端

(1) ウイルヘルム・レキシス

(2) コンラート・シュミット（以上前号〉

TII. 論争の展開（その 1)

(1) ベームニパウェルク

(2) アキレ・ロリア

(3) ユリウス・ヴォルフとシュミットの論争

N.論争の展開（その2)

(1) ファイアマン（以上本号〉

(2) シュミットの新たな「解決」

(3) フーゴ・ランデのシュミット批判をめぐって

v.総括

エンゲルスは『資本論』の第2巻の序文で，価値法則を基礎に，これと矛盾

することなく，平均利潤がし、かにして成立するかを論証してみよ，とし、う問題

提起を主にロートベルトゥス主義者に向けて示した。これに対して，ロートベ

ルトゥス主義者からは何の応答も得られなかったが，各々立場を異にするW ・

レキシスとC・シュミットから異った解答が提示された。特にシュミットの議

(1）以上の経緯については本稿（1）参照のこと。
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論は，マルクス主義者による解決の試みとして，多くの論者によって取り上げ

られ，批判され，またシュミット自身もこれらの論争のなかで，新たに自説を

展開することになるO 以下ではこの論争を大きく二つの時期に区分して検討し

たい。論争の深化の度合いが区分の基準であるO 即ち，第工期は，シュミット

説の批評を中心として，主にマルクス批判家によって展開される。論争の主題

も，等労働量交換を前提した場合に，平均利潤が成立するために必要な言わば

技術的な条件の解明に置かれる。これに対して，第E期は，主にマルクス主義

者ないしそれに近い論者によってたたかわされる。この場合の論争では，個々

の商品交換が必ずしも等労働量交換ではないことを認めた上で，価値法則と平

均利潤の論理的整合性を追求することになる。その際特に問題にされるのが，

『資本論』第1巻冒頭の投下労働量による価値規定の経済学的意味で、あり，ま

た価値と価格の~離に対する積極的な意味づけであるO

目．論争の展開（その1) 

( 1) ベーム＝パウェルク（Eeugenvon Bohm= Bawerk) 

ベームは既に彼の主著『資本と利子』において， 『資本論』第1巻を対象と

したマルクス価値論批判を展開している。ベームのシュミット批判は，このマ

ルクス批判をふまえてなされたものなので，まず簡単にベームによるマルクス

価値論批判の内容をみておこう。

ベームがマルクス価値論批判として指摘しているのは次の点である。（1)2財

の交換に際して，両者の共通物を抽出する場合に，使用価値を捨象することは

(2) Bぬm=Bawerk,Eugen von, Kapital und Kapitalzins, Bd. I, Geschichte und 

Kritik der Kapitalzins-Theorien, Innsbruck, Wagner, 1884. English ed., Kelly & 

Millman, 1957. (translated by William Smart）.以下，本書からの引用は，この英

語版による。手元には原著第4版（1921'.iめがあるが，第2版 (1900年〉で既に大巾

な改訂・増補がなされ，当時の論争をサーヴュイする上で，是非とも初版が参照され

ねばならない事情にある。英語版は初版からの翻訳なので，これを利用する次第で、あ

る。
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できないということ。（2）たとえ上記の場合に使用価値を捨象しえたとしても，

財には，労働生産物とし、う属性だけでなく，稀少性，需給の対象物，所有物，

自然の生産物等々の諸属性が捨象されずに残されているということ。（3~稀少な

財，熟練労働による財，労賃水準の劣悪な部門の財，価値と労働が一致してい

ても不断に市場価格の変動する財，死んだ労働の支出の大きい部門（所謂リカ

ードヮの例外規定の財〉，では労働価値説は妥当しないということ。（叫マルク

スにあっては，支出された労働がより以前の時点であるかどうかが価値形成に

影響を及ぼす点を考慮していないということ（所謂迂廻生産の想定〉。 (5）可変

資本のみが価値を形成するというマルクスの主張を正しいものとすれば，投下

資本に対して均等な利潤が得られるとし、う事実と矛盾することになるというこ

と。ただしこの点についてベームは，マルクスが直接『資本論』第1巻でこの

問題を扱っておらず，マルクス自身後の著作において解決を与えるとしている

ことを指摘しつつも，このマルクスの約束は実現されないだろう，と予言して

いる。（6）マルクスの労働価値説では，直接労働が投下されていないにもかかわ

らず価値が増加する場合（蔵に貯蔵されているワインの例など〉の説明がつか

ない，ということ。以上である。

ベームはこうしたマルクス価値論批判を前提として，シュミットの著書への

批判を展開した。当然シュミットの著書の性格からいって，ベームの批判は，

上記の（5）に関連して述べられることになるO

(3) Ebenda, p. 381. 

(4) Ebenda, p. 382. 

(5) Ebenda, pp. 383-387. 

(6) Ebenda, p. 389. 

(7) Ebenda, p. 390. 

(8) Ebenda. 

(9) Bるhm=Bawerk,E. v.，“Schmidt, Dr. Conrad, Die Durchschnittsprofitrate auf 

Grundlage des Marx’schen W ertgesetzes”， Zeitschrift fur die gesamte Staatswis・

senschaj王XLVI, 3, 1890). 
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まずベームは，価値法則を基礎とした平均利潤成立の問題についてのシュ

ミット説が， 「マルクスの学説と，特にマルクスの価値法則と一致しているか

どうか」が問題だとして，次の様な批判を投げかけるO まずシュミットの場

合，再生産に必要な部分（c十めの価値が投下労働量で規定され，剰余生産物

(m）の価値は，投下資本に対象化されている労働量に比例して規定される，

としづ特殊な価値規定から議論を出発させていたが，これに対してベームは，

もしシュミットのいう通りであれば，同じ 1トンの鉄が剰余生産物に属する

か，単なる生産物に属するかで価値を異にすることになる点を指摘する。勿論

この点についてはシュミット自身も自覚していたので、あって，また，ベームの

批判の主眼もここにあるのではなし、。ベームの主たる批判は，シュミヌトが上

総前貸資本
の様な二重の価値規定に対して，現実の商品1単位当りの価値弘一一一 面
十総剰余価値

として算定しこれをもってマルクスの価値法則に予盾しない平
品量
均利潤を含む商品価格規定とした点に向けられる。パームにしてみれば， 「こ

れは， より詳しい考察をするに値する非常に奇妙な結論」だということにな

る。

シュミットが示した例解は次の様なものであった。 100単位の商品中， 50単

位には投下資本500ポンドの価値が対象化されており，残り 50ポγ ドは剰余生

産物として，前貸資本400ポンドに対する平均利潤400×す＝80ポンドが含ま
ム 500十80 (12) 

れるとする。この場合， 1単｛斗当りの価格は一一一一一＝ 5.8ポンドとなる。こ
100 

の例解に対してベームは次の様に述べる。

「所与の条件の下で， 1トンの鉄は，その生産に必要な労働時間を考慮し

て，マルクスの価値法則によれば， 10ポンドとなるべきであろう。しかし実

際にはそれは， 10ポンドではなく， 5.8ポンド、で交換される。従って，ある

(10) Ebenda, S. 591. 

(11) Ebenda, S. 592. 

(12) Vgl., Schmidt, C., Die Durchschnittsprofitrate auf Grundlage des Marどschen

Wertgesetzes, Stuttgart, Dietz, 1889, S. 49-51. 
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熱狂的なマルクス主義者〔シュミットのこと〕の明白なる譲歩によって，財

はそれに体化されている労働時間によらずに，何らかのこれとは言It離する

〉合力〈によって交換される。あるいは著者の言葉で表現すれば，実際の商

品価格は商品の価値から~離する。しかも〉必然、的にCl!補佐する（s. 50）。

その生産に確かに等しい労働を必要としながらも，資更にこの〉合力〈は，

木前貸に不等な期間を必要とする様々な商品の場合に，様々な大きさになる

ので，等しい労働を体化している諸商品は…必然的に相互に不比例的に交換

され，等しくない労働量を体化している諸商品が相互に等しい割合で交換さ

れうる」

シュミット説が，価値と価格の帯離を認めざるをえなかったこ

とをもって， 「マルクスの価値法則の実質的な誤りが社会主義者の側によって

も示され，認められた」としたのである。

結局ベームは，

ところでシュミットは，生産物が国民総生産物として総計されれば， 1f11il別的

な価値と価格の靖離は相殺され，両者の一致がもたらされる，と述べ，

価値法則の有効性の根拠を見い出していた。これに対してもベームは，価値弘二

日｜！の課題が「財の交換比率を解明する」ことにある以上，総計一致を持ち出し

ラ，． ラ・ ），ヲ・－

'--＇－－町、一

と批判する。つまり，徒競争のて価値法則を弁護するのは論点のすりかえだ，

優勝者のタイムが他の徒者より何秒速かったかを問題にしているときに，全徒

しかも商

品総額と支払われる価格総額は一致するのが当然であるから，総計一致を主張

するのは同義反復にすぎず，

し、」とし7こO

「現実の認識に対するいかなる追加をも意味しな

者の平均タイムで答えるのと同じ誤りを犯しているというのである。

即ち等労働量交換以前に彼が『資本と利子』で述べた論点，

(13) Bるhm=Bawerk,ebenda, S. 592. 

(14) Ebenda, S. 593. 

。5) Ebenda, S. 594. 
(16) Ebenda, S. 595. 
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が成立すれば平均潤は成立せず，平均利潤が成立すれば等労働量交換が成立し

ないという点を，ここで再確認したのだ，ということができょう。

ベームのシュミット批判は，ベーム自身がマルクスの価値法則を，商品交換

関係の論理として把え，かつ厳密な等労働量交換を意味するもの，とした上で

展開されたものであった。従って，ベームの批判の妥当性は，このベームによ

るマルクス解釈の妥当性によってまず与えられることになろう。ベームは，マ

ルクスが『資本論』第1巻の範囲内でも価値と価格の帯離することを指摘して

いる点を確認しているのであるから，ベームの等労働量交換への批判は，マル

クス自身でさえ気づいていたこの現実的でない想定への執着に対する批判であ

るといえる。即ち非現実的ないし非経験的な想定は誤りである，とする素撲な

経験主義による批判なのだ，ということができょう。しかし逆に，価値と価格

の請離をマルクスが認識しながらも何故自覚的に目的意識的に価値通りの交換

を想定したので、あろうか，というように問題を設定しなおすとき，ベームが現

実や事実を持ち出して簡単に切りすてたところに，新たな方法論上の問題を見

い出すことができるはずである。また，もうひとつのベームの批判一一一価値法

則を「財の交換比率」の論理として理解し，総計一致命題を価値法則と無関係

（町） Vgl., ebenda, S. 593. 

側価値論論争史において，常にマルクス批判家から提起される問題が，この労働価値

説の I現実性」である。しかし一見このもっともらしく思われる批判も， 「現実」

とはそもそも何なのか，という問いを彼らに投げ返すことによって，逆にこのマルク

ス批判家自身の問題提起のあいまいさが暴露されることになる。言うまでもなく，現

実そのものは無限に複雑・多様であって，現実をそれ自体としてまるごと理論化する

ことは出来ない。経験主義者が「現実」を口にするときには，既に彼ら自身による無

意識の抽象化が行なわれているのである。従って，経験主義者が無意、識のうちによっ

て立つ抽象の基礎を明らかにすることによって，逆に彼ら自身の理論的限界も明らか

になるはずである。実はこのことにマルクス主義者が気づいたのはず、っと後のことで

あって（GeorgLnkacs, Geschichte und Klassenbezι；uBtsein, 1923，城塚登，古田光訳

『l置史と階級意識』白水社〕，それまでし、かにして労働価値説の「現実性」を証明す

るか，あるし、はし、かにして「現実11:1:Iが問題で、はないことを証明するか，に苦しめら

.h.ることになる。
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とする批半トーも，価値法則の解釈としては一面的であろう。後にヒルファデ

ィングによっても批判されるように，交換比率の決定の背後に存在する労働量

関係は，社会的必要労働量の関係として，既に社会的総労働の配分を合意した

関係なのであって，そのいみで個別商品の価値規定には全体の関連が反映され

ざるをえないのである。則ち，商品価値の実体規定は，単に個々の交換関係に

よって与えられるのでもないし，単に個別的な生産技術の条件によって与えら

れるものでもなく，資本家社会総体を媒介とした個別的な投下労働量の社会的

評価を含むのである。確かにベームの批判するマルクスの「蒸溜法」には，個別

的な交換比率の背後に直ちに価値の実体をみようとする面があるが，しかし

マルクスがその場合の価値実体としての労働量を，統一的な評価基準によっ

て，社会的必要労働量としての抽象的人間労働の量関係と把えた点は見逃がさ

れてはならなし、。だがこれでベームからの批判が全て片づいた訳で、はない。価

値関係がどのような機構を通じて，価格関係を規制しているのか，あるいは，

全体による個別への規制とは具体的にどの様なことを意味しているのか，とい

う点は解決されず、に残された問題で、あろう。

(2) アキレ・ロリア（AckilleLoria) 

ロリアもベームと同様に，シュミット説では個々の生産物交換が等価交換と

ならない点を批判し，シュミット説では「商品はマルマスの法則と絶対的に対

立する法則によって交換されるということ一一従って，シュミットのく解決〉
ω 

は当然マルクスの主要理論の破産宣告であろう」と述べている。ただしロリア

(19) V gl., Hilferding, Rudolf，“Bohm=Bawerks Marx-Kritik”in M. Adler u. R. 

Hilferding (Hersg.) Marx-Studien Bd. I, Wien, 1904.; F. Eberle (Hersg.) Aゅekte

der Marxschen Theorie Bd. 1, Frankfurt a. M., Suhrkamp, 1973, S. 161.玉野井万

郎，石垣博美訳『i論争，マルクス経済学』法政大学出版局， 190-1ページ。

白0) Loria, Achille，“Die Durchschnittsprofitrate auf Grundlage des Marx’sch en 

Wertgesetzes, Von Dr. Conrad Schmidt, Stuttgart 1889", Jahrbiicher fiir Nation-

alOkonomie und Statistik, Neue Folge, 1890, S. 273. 
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がベームと異なるのは，彼自身積極的にエンゲルスの問題提起を解決しようと

した点にある。ロリアによれば，マルクスの価値論と平均利潤を「融和」する

ためには， 「非産業資本」ないし「不生産的資本」を想定すればよいとして，

次の様な主張を展開した。

「労働時間による価値規定は，資本のより大きい部分を賃金に当てる資本家

に有利な地位を与えるので，不生産的資本はこの優遇された資本からより高

し、利子をむりやり取り，個々の資本家の聞に平等をもたらす。一一更に，も

し不生産的な資本の全利子が，それ〔不生産的資本〕に，各々産業資本と等

しい利潤率を与えるとするとすれば，また生産的資本と不生産的資本の聞の

平等もまた確立される。そしてマルクスの価値論の基礎の上で国民経済的な

均衡が築かれる。」

即ち， ロリアによれば商品売買はさしあたり等労働量交換でなされる。しか

し，資本構成の低い資本は，高い資本に比べて余計に剰余価値を得るので，こ

の余計な分が不生産的資本，例えば貸付資本に対する利子として支払われ，か

っこの利子を利潤とする貸付資本の側でも平均利潤が得られるように調整され

る，というのである。こうしたロリアの主張は，エンゲルスも批判するように

「それ〔資本構成の差で生ずる生産された剰余価値量の差〕を自分〔不生産的
料。

資木〕のポケットに入れてしまう力を，いったし、どこから手に入れるのか」を
似）

全く説明しえていない以上，思いつきの域を出るものとは言い難し、。確かに，

「不生産的資本」も剰余価値の分配を享受するといってよいし，利潤率均等化

に対してロリアの言うように全面的にではなく一一補足的な機能を果す面は認

められてよいが，そのためには資本家社会的にこれら「不生産的資本」が利潤

率の増進に寄与するものでなければならないであろう。ところがロリアのばあ

(21) Ebenda, S. 274. 

(22) Engels, K., IIT, S. 27. 国休~45ページ，岩肘33ページ。

（お） ロリアの例解を表示すると下記（次頁参照）の様になる。 (ebenda, S. 274.）なお

K., IIT, S. 27にエンゲ、ルスによるロリアの例解の引用がある。
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いには，このような点への考慮、が全くなされていないために，こうした貸付の

「力を，いったし、どこから手に入れるのか」解明しえず，単なる数字あわせに

終始することになる。しかも註23で、示したように， ロリアの例解では，自己資

本と借入資本の区別を明確にしていないために，平均利潤率の計算が，借入資

本も含めた投下資本に対して計算されてし、るように読め，もしそうであるとす

れば，自己資本利潤率は均等化しえていない，ということになり，この点でも

誤った「解決」を示しているにすぎない，といえるO

(3) ゲオルゲ・スティーベリンゲ（G.Stiebeling) 

スティーベリングは『価値法則と利潤率』という著書でエンゲ、ルスの問題提

起への解答を試みた。スティーベリングの解決は，二つの資本構成の異なる工

｜葉不変資本［可変資本 l剰余価値｜粗利潤率｜借入利子｜純利潤率

生 IA
産｜
。 50 50 100% 

10 
40 I 一＝20%
50 

I I I I I I 30 
l投lB 100 I 5οI so I 33.3% I 20 I =zo% 
官 I I I I I 1150 

本lc 200 I 50 I 50 I 20% I 0 I 20% 

『csooi:f /1/J~I 山~II I / I I / I 1300 
産I I / I I / I I 
本的｜ ｜／ ｜ ｜／ ｜利子収入 IDの利潤率
＊投下資本をあらわす。

倒 ロリアはマルクスの死に際して発表した論文（“KarlMarx”Nuova Antologia di 

Scienze, Lettere ed Arti 2°ser. XXXVIII, 1883〕でもマルクスの価値論を誤解して

いるとして，エンゲルスから厳しく批判されている。この点については，エンゲルス

「カール・マルクスの死に寄せて」 MEW.,Bd. 19，及びエンゲルスのシュミット宛

手紙1890年4月12日，参照のことo

(25) Stiebeling, Georges C., Dαs Wertgesetz und die Profitrate, LeichtfaBsliche Au-

seinandersetzung einiger wissenschaftlicher Fragen. Mit einem polemischen Vorworte, 

New York, J. Heinrich, 1890.原書を入手しえないので，エンゲルスの『資本論』第

3巻序文の紹介による。なおスティーベリングはこれ以外にもこの時期に下記の著

書，パンフレットを発表してし、る。 DasProblem der Durchschnitts-Prザztrate.Kritik 
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場I, Ilを想定し， Iでは c+ v, Ilでは（ c-x)+(c十 x）の資本構成を

もち，両者とも生産される剰余価値m は同量になるとすることであった。即

ち， 「価値法則の基礎の上では，同額の資本と同じ時間とが充用されるが，し

かし充用される生きている労働量が違っている場合には，剰余価値率の相違か
加）

ら平均利潤率が生ずるとし、う仕方で解決される」としたので、ある。この点を後

に彼は，次の様に説明している。

「1）両方の工場〔IとEのこと〕の剰余価値額は，不変資本がより大き

く，可変資本のより小さい工場では，可変資本がより大きく不変資本のより

小さい工場よりも労働生産性が比例してより大きいので，等しくなります。

つまり前者は後者と同じ時間で同じ剰余価値量を生産します。

2）両方の工場で商品の販売価格はその価値と一致すると前提されていま

すから，それ以上の条件を追加せずに，利潤Pと剰余価値mは一致します。

。

3）問題の解決に際して，等しい資本が等しい期間に等しい剰余価値をも

たらすことが証明されるべきなのではなく，等しい資本がく価値法則の廃棄

なしに，むしろその基礎の上で，それらがどれだけ多くのないしはわずかの

einer Kritik mit einem Nachtrag, New York, Verlag der New York Labor News 

Company, 1893. Untersuchung iiber dz・eRaten des Mehr叩erthsund Profits mit 

Bezug auf die Losung des Problem der Durchschnitts-Profitrate, New York, Verlag 

der New York Labor News Company, 1894. Z叩eiBriefe an Herrn Friedrich En・

gels in London von Dr. Geo. C. Stiebeling in New Yark, Dresden, Redaktion der・

Sachsischen Arbeiter Zeitung （発行年不詳〉．なお最後のパンフレットをのぞいて他

の著作は未見である。最後のパンフレットにはスティーベリンク、刀ミらエンゲルスに宛

てた1894年12月22日付と1895年3月1日付の手紙が掲載されているが，このうち前者

については，カウツキーの注を付して， DieNeue Zeit 1894-95, Bd. 1.に“Offener 

Brief an Herrn Friedrich Engels in London，，と題して公表されている。なお，以

下でのスティーベリングの手紙は全て上記パンフレットからの引用である。

(26) Stiebeling, Das Wertgesetz und die Profitrate, in Engels, K .. IIT, S. 28.国制48

ページ，岩同35ページ。

-102-



-213ー

生きた労働を用いようとも，等しい平均的な利j間半をもつことができ，もた

ねばならなし、〉ということが証明されるべきなのです」

以上の様に，スティーベリングは資本構成と労働生産性の聞には一義的な関係

が存在するとし生産性の相違が丁度前貸資本と剰余価値率の比を一定とする

ようになると想定することによって，剰余価値率の相違による利潤率の均等化

を考えていたことがわかる。彼が何故こうした想定を持ち出したのかといえば

ひとつには，上の引用からも知られるように，価値法則を基礎として，問題の

解決を考えるということは同時に個々の商品が等労働量で交換されるという関

係を「廃棄」せずに解決の方途を探ることを意味する，と考えられたことによ

ろう。もうひとつの理由は，剰余価値率を一定とするような「想定は，経済的

事実と矛盾するから誤りであるO 実際には，様々な生産部門の剰余価値率は，
・倒

規則に従って，即ちほとんど常に，等しくないのである」とする事実認識によ

る。従って，エンゲルスがスティーベリングに対して，工場IとEの剰余価値

量を同じと想定するのであれば「自分がこれから証明すべきことをはじめから
倒

すでに前提している」ことになると批判したことに対して，結局彼自身は事実

というあいまいな証拠で、反論したにすぎないと言える。

スティーベリング説で、新たに出てきた問題は， 『資本論』第1巻でマルクス
(30) 

が剰余価値率一定とし、ぅ関係を論証していたかどうか，とし、う問題であろう。

剰余価値率を一定としない考え方は次にみるヴォルフでも主張されているの

で，次項においてこの点の検討を合わせて行うことにする。

仰 スティーベリングからエンゲルス宛手紙， 1894年12月22日。

倒 スティーベリンク。からエンゲ、ルス宛手紙， 1895年3FJ 1日。

(29) Engels, K., ][, S. 29.国休）49ページ，岩肘36ページ。

側 スティーベリング自身のマルクス解釈としては，マルクスは剰余｛曲1直率を一定と考
えていた，としこの想定を支持するエンゲ‘ルスともども事実に反する想定として批

判される（Vgl.，スティーベリンかからエンゲツレス宛手紙1895年3月1日〉。ただし

剰余価値率一定とマルクスが主張している点の典拠があげられていないので『資本

論』第3巻第2篇冒頭によるのか，あるいは第1巻によるのかはっきりしない。
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(4) ユリウス・ヴォルフ（Julius.Wolf）とシュミットの論争

ヴォルフも，スティーベリングと同様に，不変資本と可変資本の構成比に着

目して，エンゲルスの問題提起への解答を試みた。ヴォルフは，資本構成の高

度化が同時に生産力の上昇をもたらすとするマルクスの考え方から，平均利潤

の成立するような剰余価値率の相違が，各資本聞の生産力の相違によって生ず

ることを主張した。即ち，

「不変資本のプラスは，前提として労働生産力のプラスをもっO しかしこの

生産力のプラス（労働者の生活手段の低下によって〉は，剰余価値のプラス

をもたらすのであるから，増加する剰余価値と不変資本の増加する割合の閑

に直接的な関連が成立する。不変資本の増加は，労働生産力の増加を示す。

したがって，可変資本が同じままで，増加する不変資本において，剰余価値

はマルクスの述べることと一致して，増加しなければならなし、。この問題が

我々に課されている」

この考え方は，先に述べたスティーベリング説とほぼ同じであるが，彼がこの

考え方の論拠にしているのが『資本論』第 1巻第15章「労働力の価値と剰余価

値との大いさの変動」における次の様なマルクスの叙述である。即ちそこでマ

ルクスは「私〔マルクス〕は，同じ剰余価値率が種々様々の諸利潤率において

一ーまた種々の諸剰余価値率が一定の事情のもとでは同じ利潤率において一一一
t担）

みずからを表現しうることを，のちに本書の第三部で証明するであろう」と述

べているのである。ヴォルフは，ここから平均利潤の成立とは同時に「種々の

諸剰余価値率」の成立と理解し，前述の様な議論を展開したので、あった。しか

し更に立入って彼の議論をみると，いかにして平均利潤を成立せしめる様な不

等な剰余価値率が成立するのか，については述べられておらず，逆に平均利潤

を所与とした上で，それを成立せしめる剰余価値率の差異を指摘しているにす

'31) Wolf, Julius，“Das Ratsel der Durchschnittsprofitrate bei Marx”， Jahrbucher 

fur NationalOkonomie und Statistik, 3Folge, Bd. IL 1891, S. 357. 

(32) Marx, K.., I, S. 546ー7，国伺34ページ，岩恒）33ページ。
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ぎないのである。従って， 「価値法則の基礎の上に」平均利潤の成立を導くこ

とになっておらず，逆に平均利潤に規制されて剰余価値率が規定される，とい

う転倒した論理となっているO

更にまた言うまでもなく，こうしたヴォルフ説はエンゲ、ルスの問題提起その

ものがマルクスへの誤解に基づくものだ，と論難する結果になるのは明らかで

あろう。つまりヴォルフは， 「マルクスは様々な労働生産力においては獲得さ

れる価値量が異なるということに注意するよう指摘しているが，エンゲルスは
似）

リカードクと同様に，等しい労働一等しい価値を確認しているにすぎなし、」と

し，シュミット説もまたエンゲルスと同じ前提から出発Lているという点で誤

りだ， とした。

こうしたヴォルブの議論は，平均利潤の問題が，技術的構成の相違によって

のみ特徴づけられる異部門間の資本構成の相違を前提とするーーその限りで生

産力の相違や剰余価値率の相違は直接問題にしえない一一問題であるのに，こ

れを同一部門内における生産力の相違とそれによって生ずる剰余価値率の変動

の問題と混同した結果得られたものである。

ヴォルフのこの余り見るべきもののない批判に対しシュミットが反論を試み
ω 

たのは，必ずしも純粋に学問的な意味あいからとは思えないが，シュミットは

この反論でヴォルフとは逆の意味でマルクスを誤解しているので，ここで若干

側 Wolf, a. a. 0., S. 358-9.例えば彼は， c:v=S:Sの資本とc:v=lO: 5の資本

を取りあげ，利潤率を10%と前提した上で，両者の剰余価値率を算出し，前者で20

%，後者で30%とし、う手続きをとっている。そして， 「したがって，労働生産力がよ

り大きな不変資本を征服しうるか，より小さな不変資本を征服しうるかに応じて，剰

余価値の様々な割合が，等しい利潤率に収徴する」と述べるのである。

(34) Ebenda, S. 365. 

倒 ヴォルフはこの論文で，シュミット説はエンゲルスに吹きこまれたものだ，という

にとを述べている CVgl. ebenda, S. 366）し，更にエンゲルスによるマルクス説への

誤解によって，故意、に『資本論』の第3巻の公表を回避せざるをえなくなっていると

も述べている。 (V gl. ebenda）。なおエンゲルスのカウツキー宛手紙1891年9月28日

も参照。
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みておくことにする。シュミットの批判は当然，剰余価値率を一定としないヴ

ォルフ説の前提に向けられている。シュミットはこのヴォルフ説がマルクスに

対する誤解によるものであること，更に利潤率均等化に相対的剰余価値の生産

を利用することが誤りであるとして次の様に反論する。即ち，生活資料の生産

に無関係の部門での技術進歩とそれによる資本構成高度化，生産量増大，とい

う場合，この生産物価値はその個別的投下労働量ではなく社会的必要労働量で

評価されるが， 「こうした生産過程の改良は，……何らより高い剰余価値率を

もたらさない。増大する生産物量からの利益は，すぐにこのより大量が形成す
白骨

る個々の生産物の価値下落によって，再び対等にされる」とした。これに対し

生活資料生産に関連する部門で労働生産力が増大すれば，剰余価値率は変化す
（幼

るが，しかし「当然全ての産業」でこのことが生ずる以上，剰余価値率は部門

相互で差異を生じないとした。結論としてシュミットは，マルクスを誤解して

いるのはエンゲルスではなく「ヴォルフ氏の理解こそマルクス理論の根本的な

考え方に対立している」と述べ，彼自身の剰余価値率一定とした上で、の平均利
制）

潤成立に関する考え方の正当性を主張するのである。

(36) Schmidt, C., "Noch einmal das Ratsel der Durchschnrttsprofitrate’：J ahrbiicher 
Fiir NationalOkonomie und Statistik, 3Folge, Bd. l[, 1891, S. 775. 

6カ Ebenda,S. 776. 

(38) Ebenda. 

側実はこのシュミットの批判に対して再度ヴォルフは反批判を試みている。そこでヴ

ォルフは， 『資本論』第1巻第9章「剰余価値率と剰余価値量」から次の文を引用す

る。 「だれで、も知っているように，充用総資本の百分比構成を計算してみて相対的に

多くの不変資本と少ない可変資本とを充用する紡績業者は，だからといって，相対的

に多くの可変資本と少ない不変資本とを運軽する製パン業者よりも小さい利益または

剰余価値を手に入れるとわけではなし、」（K.I, S. 325，固に)141ー 2ページ，岩同223

ページ〉。 しかしこれは悪意ある引用であって， マルクスの上の文は，剰余価値量

が可変資本の大きさに比例するとし寸法則が「およそ外観にもとづく経験とは明らか

に矛盾している」（ebenda）と述べたあとで，この「経験」の例解として引きあいに出

されているのである。（Vgl.,Wolf，“Durchschnittsprofitrate bei Marx”， J ahrbiicher 

fur NationalOkonomie und Statistik. 3Folge, Bd. II, 1891, S. 916.) 
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このシュミットの反論では，相対的剰余価値の生産を促進する重要な契機で

ある特別剰余価値が見落されているという点でヴォルフが特別剰余価値を固定

化してしまったのと丁度逆の誤りに陥っているといえるO のちにエンゲルスが

シュミットに対して， 「剰余価値の無条件的同等を主張」しているのは「し、く

らか行き過ぎだ」として「同等化の傾向Jとし、う程度にすべきことを忠告して

いるのもこの点に関わろう。

以上の様に，スティーベリングやヴォルフの説は，派生的に『資本論』第1

巻における剰余価値率一定とし、う規定が解釈上の問題として，成立しうるかど

うかとしづ問題を提起することになったといえるO 『資本論』第1巻の大部分

の例解では剰余価値率をー率100%と想定しているが，全部門で剰余価値率が

一定となる必然性が論証されていたか，という点については必ずしも明確でな

し、。特に相対的剰余価値の生産が不断に進行するかの如き見解が示されている

ために，剰余価値率一定という条件はかなりあいまいなものにならざるをえな

くされているO 勿論このことはスティーベリングやヴォルフの説の正当性を主

帥エンゲルスのシュミット宛手紙1892年2月4日。。1) 「商品を安くするために，そして商品を安くすることによって労働者そのものを安
くするために，労働の生産力を高くしようとするのは，資本の内的衡動であり，不断

の傾向なのであるJ 「K.,I, S. 338，固に)163ページ，岩的245ページ〉

幽 この問題は，エンゲルスの問題提起が，個々の諸資本相互の間の利潤率均等化の問

題として提起されていたこととも関わる。この様に問題をたてた揚合には，市場価値

論で議論されるべき生産条件の差異まで、含めて平均利潤の問題が議論されうる可能性

が大いにでてくる。これに対し，マルクスは，平均利潤の問題を，部門聞の剰余価値

分配として，部門内部の諸資本の生産条件の差，技術構成の差をさしあたり問題とし

えない様な方法で，ひとまず均衡的な生産価格体系の成立を説いた。この場合には，

全部門で労働日が一定，かつ単純労働力のみが雇用される，とし、う条件（実はこの条件

も『資本論』第l巻で厳密に論証されているとし、し、難し、面を残すが〉がえられれば，

部門間で剰余価値率一定とし、う想定はかなり容易に成立しうるように思われる。エン

ゲルスが部門間の利潤率均等化とせず、に諸資本間の利潤率均等化として問題を提起し

たことが，結果的に剰余価値率をめぐ、って混乱を生ぜしめることになったともいえ

る。
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張することとは全く関係がない。エンゲルスが述べる様に彼らの主張を認める

ためには，剰余価値率の諸資本間の比が「それぞれの総資本をそれぞれの可変
(43) 

成分で割ったものの比に等しくなければな」らず，こうした関係の可能性と必

然性が論証されねばならない。しかし彼ら自身この点を明らかにしておらず，

明らかにしえないことも既に述べたところから明らかであろう。

以上，ベームからヴォルフに至る論者は，価値法則を等労働量交換とした上

で，シュミット説を批判し，また（ベームを除いて〉純粋に技術的な問題とし

て平均利潤の成立を考えようとした。このいわば価値量と価格量の辻棲合わせ

に対して，次にみるファイアマンは，価値関係と価格関係の間にある質的な関

連をみようとした点で，この時期の論争を新たな高みに導いた。そこでファイ

アマン以後の論争を，項を新ためて論じておく。

N 論争の展開（その 2)

( 1 ) ファイアマン（P.Fireman) 

ファイアマンの論文が公表されるまでには若干の粁余曲折があった。最初に

彼は自分の論文を当時 DieNeue Zeitの編集に従事していたカウツキーに宛

てて送った。ところがカウツキーがこの論文を DieNeve Zeitに掲載するこ

とを拒否したので，ファイアマンは自らシュトワットカ、、ルトのカウツキー宅を

訪れ，是非とも自分の論文をエンゲ、ルスに見せる様に頼み込んだ。しかし結局

原稿そのものはエンゲ、ルスの手にわたらず，論文の極めて簡単な要旨だけがカ

ω ェンゲ、ルスのシュミット宛手紙， 1892年， 2 J1 4日。
(1) Fireman, P., "Kritik der Marx’schen W erttheorie’： Jahrbucher fur Nationa!Ok-
anomie und Statistik. 3Folge, Bd. ][, 1892. 

(2) Vgl.，カウツキーからエンゲルス宛手紙， 1891年12月7日。カウツキーの手紙は以

下による。 BenediktKautsky (herausgegeben u. Bearbeitet) Friedrich Engels’ 

Briefwechsel mit Karl Kautsky, Wien, Danubia－『Verlag,Universitatsbuchhandlung 

Willhelm Braunmiiller & Sohn., 1955. 
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ウツキーによって手紙で知らされることになる。即ちカウツキーの要約によれ

ば，ファイアマン説とは，「生産に際して支出された資本がある一定の c:vの

平均割合の商品は，価値通りに売られる。 c：りの割合がこの平均より高いか

その平均に達しないかによって，他の商品は，その価値以上か以下で売られ

る」というものだとされている。更にこれに続けてカウツキーは次の様に書い

ている。 「私はその男に，それは何ら価値法則を基礎とした解決ではないとい

うこと，そして彼はし、かにしてこの価格移動が生ずるのかを示さねばならな

い，ということを忠告しました。しかし彼はマルクス〔の解決〕を予言してい

ると確信しており，それをあなたに証明してもらうことを望んでいます」。 そ

して結局のところは DieNeue Zeitへの掲載は実現されなかったが，以下で

みるように，ファイアマンの解決は「価値法則を基礎として」なされたとエン

ゲルスによって評価されるし，実際ーともレキシスとともに最もマルクスに近い

方法をとっていたといえるのである。

ファイアマン論文の特徴は，必ずしもカウツキーによって要約された部分に

あるとはいえなし、。ファイアマン説の特徴は価値論そのものの理解の仕方にあ

る。ファイアマンは価値論の課題を「 1)それ〔価値論〕は，諸商品相互の交

換を規制する原理を確定すべきであり， 2）生産者の様々な階級への諸商品の

売上げの分配の法則を確定すべきである」とする。そして第1の課題と第2の

課題は相互に関連しあうとともに，資本主義の場合と，単純商品生産の場合

(3）同と。

(4) エンゲルスの問題提起に関してカウツキーl'j身がどの様に考えていたかははっきり

しないが，ヴォノレフ説にもシュミット説にも満足していなかったことは確かなよう

だ。 「私は今，剰余価値率と利潤の聞には，今まで、の解決が仮定したよりも多くの媒

介項がなければならないという印象をもっている」としつつもこの問題は「私には不

適任だ」として，終始慎重な態度をとり続けている。（Vgl.，カウツキーからエンゲル

ス宛手紙1891年9月28日， 1892年9月19日〉。なおファイアマン説に対しては，当時

エンゲ、ルスはカウツキーの手紙によってしかその内容を知りえなかったにもかかわら

ず，極めて強い関心を示している（エンゲルスのカウツキー宛手紙，1891年12月27日〉。

(5) Fireman, a. a. 0., S. 793. 
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で，両者の関連の仕方の異なることも明確にすべきであるとした。つまり「資

本家的に生産された商品と非資本家的に生産された商品を区別するメルクマー

ルを無視すれば，それは分析を誤った結論に導く」とし，マルクスの『資本論』

官頭商品規定が資本家的商品規定として不十分であると批判する。ファイアマ

γの言うには，冒頭商品規定が，資本家的商品であることが明確にされること

によって，次の様に価格規定に「ひとつの修正」ないし「新たな諸要因」が追

加され，同時にこれが平均利潤をめぐる問題の解決につながるというのである。

「今日の社会における様々な階級関係を考慮すれば，全ての生産手段は二つ

のカテゴリーに分けられる。即ち，土地とそれ以外の労働対象ないし労働手

段であるO よく知られているように，土地所有者は地代を，他の生産手段の

所有者は利潤を得る。地代と利潤は価格の構成要素である。従ってこれらの

価格要因は何らかの方法で価格の大きさ，交換価値の大きさに影響を及ぼす

以上，排除することはできない」

しかしこれだけであれば，投下労働価値説の否定と構成価値説の単なる受容に

すぎないが，生産手段の私有によって生ずる価格構成上の諸要因と，抽象的人

間労働による商品価値の実体規定の両者をともに生かそうとするところにファ

イアマンの独自性がある。即ち次の様に述べる。

「もちろん両方の要因は極めて異なる意味をもっO 人間労働は，いかなる社

会形態であっても，富の創造的要因であり前者の要因即ち物的対象性〔生産

手段の私有に淵源する要因〕は，富の分配にのみ影響を及ぼし，従ってまた

生産手段が私的に所有されているような‘社会制度においてのみ影響を及ぼ

す。労働は各々の商品の唯一の交換価値の構成要因であり，物的対象は資木

主義的商品の交換価値の分配要因である」

(6) Ebenda, S. 794. 

(7) Ebenda, S. 795. 

(8) 3benda, S. 797. 

(9) Ebenda. 
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ファイアマンによれば商品の価値を根拠づけるのは，抽象的人間労働である

が，現実の価格はこの要因以外に，利潤や地代とし、う分配要因によって左右さ

れるというのである。従って価値と価格の帯離は， 「理論の矛盾を示す」ので

はなく， 「資本主義的な経済制度の矛盾を示す」ものであると解釈される。と

すれば，次に問題となるのは，彼の言う価値と価格の帯離に示される「矛盾」

の内容であろう。彼は資本家的商品の価格構成要素として「消費された生産手

段，労賃，利潤」をあげ＼このうち先にも述べた様に利潤としづ分配要因が価

値と価格の帯離を生ずることから，更に労賃と利潤の対抗関係のもつ意味を，

マルクスの価値論と剰余価値論の論理展開上の問題点にさかのぼりつつ次の様

に論ずる。

「労働賃金と剰余価値のエレガントで厳密な対立が，現実と十分一致してい

るということが証明されねばならないとすれば，それは単なる概念的分析に

よって価値原理そのものから導けるだろうか。断じて導けはしなし、。労働生

産物の価値がその生産に社会的に必要な労働時間に等しい状態から，労働者

が彼の労働力を 1つの商品としなければならないということは決して導かれ

ない。同様に，不払価値，剰余価値を先占する資本家が存在しなければなら

ないということも導かれない。今日の社会において貨幣所有者，商品所有

者，単なる自己の労働力の所有者が対立しあっているとし、う事実は， く何ら

自然史的でなく，あらゆる歴史的時代に共通する社会史的なものでもなしウ

……何かそうしたものがあるとすれば，むしろ労働が価値形成的実体である

としづ状態から，労働者にのみ全価値が，即ち労働の全収益が帰属するとい

うことが導かれるであろう。この意味でA・スミスは全く正しし、。即ちく労

働によって生産されたものは，その白然的な報酬であり，従って第一の（本

源的な〉労賃をなす〉。 あらゆる他の種類の労働者の報酬は，多かれ少なか

(10) Ebenda, S. 798. 

(11) Ebenda, S. 799. 

(12) Smith~ Adam, An Inguiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations, 
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れつかのまの慣習 verganglichen Konventionに基づいている。従ってま

た資本主義社会の労賃もそうである。労働者が彼の労働に対して一般に〔対

価を〕受取るということは，この社会でも他の社会と同様に，引き続き存続

するための自然必然的な条件である。しかし労賃が労働力の価値に応じて配

分されるということは，純粋に慣習的な結果 konventionellesErgebnisで

ある。

価値原理においては純粋に内在的な関係 immanentesVerhaltnisが重要

であり，他方，なされた労働に対する補償についてはこの内在的要因以外に

更に慣習的なものが重要な役割を演ずるとすれば，価値原理からかくのごと

き労貨を演鐸することは期待できないし，求めることもできなし、。そして更

にもしそこから，徹底的に慣習的な表象である剰余価値を引き出さねばなら

ないとすれば，それは馬鹿げたことであろう」

やや長い引用になってしまったが，ここにファイアマンの価値と価格の関連に

ついての理解及び労賃と剰余価値の「分配」に関する基本的な考え方がほぼ明

らかにされていると，思われる。つまり，投下労働量による価値規定から労働力

商品化の必然性を導きえないとすることによって，同時に労働力商品化の下で

生ずる労働力の価値＝賃金，その超過分＝剰余価値という「分配」関係は決し

て価値関係に「内在的」ではなく「慣習的」なものにすぎないと考えられるの

である。更にこの剰余価値を根拠としてこの再分配としてあらわれる利潤は，

同ーの投下資本に対して等しい利潤が付与されるという「慣習的な条伴」に規

定されるために，価値に対する価格の帯離が必然化される，と説くのである。

この様にファイアマンが価値と価格の布離を資本主義の「矛盾」と認識した

in The Glasgow edition of the Works and correspondence of Adam Smith, Oxford, 

Oxford Univ., 1976, p. 82.大河内一男恥訳『国富論』 I，中央公論社109-10ページ

からの引用。

(13) Fireman, a. a. 0., S. 800-801. 

(14) Ebenda, S. 804. 
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背後には，本来労働生産物は，その生産者に帰属すべきであるとするリカーデ

ィアン・ソーシャリスト以来の労働全収権の思想、があったことは疑いえないよ

うに思われるO これを基礎に，労働者と資本家の階級関係及び資本家聞の競争

関係という「慣習的」な関係の「矛盾」として価値から布離する価格の形成の

認識があったのだということができょう。こうした考え方は，独立小生産者の

社会を理想的な社会と観念する誤りに通ずる面をもちながらも，他方でマルク

スの労働価値説の論証構造の問題を鋭く突く面ももっていたといえるO つま

り，商品経済関係一般に妥当するとして示された『資本論』冒頭の労働価値説

の展開から労働力商品の必然性が説けるかどうか，という今日でも最大の難問

のひとつと考えられる問題が提起され，それと同時に，投下労働量による価値

規定を歴史貫通的なレベルで、おさえ，資本一賃労働の階級関係とそれに規定さ

れる剰余価値の分配要因を特殊資本主義的な現象ととらえ，前者を「内在的J

後者を「慣習的」とすることによって，資本主義の有する一般性と特殊性に切

り込む方向性をもっていた，という点で大いに評価できるのである。従って，

平均利潤と価値法則の関連も従来の論者と異って， 「内在的」関係としての価

値法則が剰余価値が利潤の源泉であるという関係から， l賃金，利潤の絶対水

準を規制するものとして， 「分配」関係の背後に貫徹すると考えられたのであ

る。

以ーとの様な認識を基礎として， 「物の内在的な成り行きへの形式的なものの

影響をよく知っている者にとって」エンゲルスの問題提起は「何ら困難ではな

い」として，本格的にこの問題に取り組んでゆく。そこで述べられていること

の大筋は，先にカウツキーの手紙で要約されたことに示されているので，以下

では簡単に述べるにとどめたし、。ファイアマンによれば利潤は，資本の同質性

とし、う外観によって，競争関係を媒介に平均利潤として各資本に実現されるも

のと考えられるO そして，この利潤の「内在的内容」が剰余価値に他ならず，

仕日 Ebenda, S. 806. 
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従って資本間の資本構成の相違による生産される剰余価値量の相違は，上位構

成の資本の生産物が価値以上の価格で，下位構成の資本の生産物が価値以下の

価格で，各々の生産物を販売することによって，均等な利潤の獲得を実現する

と考えられた。そしてこの価値と価格の不一致について，次の様に述べる。

「一方の商品の価格が価値以上に上昇するのと同じ割合で，他方の商品の価

格が価値以下に下落することによって，価格の総計と価値の総計は等しくな

る。価値額と価格額のこの一致によって，慣習的な利潤によって押しつけら

れた個々の価格における偏位に対して，価値原理が最終的に inletzter Ins-

tanzなお有効であるという確証だけが見い出されるのであるO というのは，

慣習が，一時的に通用する幻想や口実によって，個々の価格の運動を，内的

要因によって規定された方向からそらすような状態におくということは，不

思議なこととは思えなし、。しかしながらそれは価格の総計が価値の総計と

異なるかのようにさえみえる仮象をよびおこすほど力強いものではない。

く最終的に Inletzter Instanz）この不一致は消滅する。慣習のなしうること

は，誤った表象を生じさせ，それに応じた行為を引き起こすということであ

り，それの全くなしえないことは，わずかで、も内在的内容に影響を及ぼすと

いうことである。この不一致は……従って，かかる個別商品価格とそれに対

応する商品価値にのみ存在し，商品に内在する価値を基礎とした商品交換の

障害として，競争によって引き起こされる障害として考えることができる。

しかしながら精密科学において，十分に計算可能な障害は決して法則の反証

としては考えられない」

この考え方は，価値と価格の総計一致によって価値法則と平均利潤を成立させ

る価値と価格の聞の無矛盾性を主張するという点で，シュミットやレキシスと

ほぼ同ーの立場にたっているとし、える。しかし，彼ら一ーとりわけシュミット

一一ーと異なるのは，「慣習的に」成立する個々の商品価格については，明らかに

(16) Ebenda, S. 808. 
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価値法則を阻害することを認める点であるO 従ってファイアマンの場合，資本

主義商品の価格は，直接価値法則に規定されるのではなく「最終的に inletzter 

Instanz－一最終審において一一」のみ価値法則からの規制をうける，という点

が強調されることになる。

エンゲ、ルスもファイアマンによる「解決」を従来の諸論者から区別して高く

評価したが，しかしそれは上で我々が与えたような評価とは異った視点からの

ものであった。即ちエンゲルスは次の様に述べるO

「レキシスは問題を提起しただけですしあなた〔シュミット〕も－~竺ー
2.J(c十の

ではやはりそうです。ただファイアマ γだけが正しい道を一歩前進していま

す。というのは，彼はあなたが合斗し十級数手~十手二十1ど
口ー ιヤU c +v C 十U

を分類し，それらを資本の構成の相違可こ従って，いろいろな生産部門群に区

分して，それらのあいだではただ競争によってのみ平均化が行なわれるもの

としたからです。この一歩がすぐ次の主要な一歩だったということは，マル

クスの原文そのものがあなたに示すところであって，そこでは，この点まで

はちょうどこのとおりに運ばれるでしょう……」

しかしレキシスも， ファイアマンほど明確でないにしても，資本構成の相違

（実際上は雇用労働者数の相違を考えていた〉に着目して剰余価値の分配を主

張しており，この点でファイアマンの独自性ないし「一歩前進」をみることは

必ずしも出来ないようにも思えるO レキシスないしシュミットとの比較でいえ

ばファイアマンが，労働価値説の「内在的」妥当性を主張した点にこそ，彼の

「一歩前進」があるのではないかと忠われるのであるが，エンゲ、ルスは逆にこ

の点への不満を次の様に表明する。即ち，

(17) ファイアマンはシュミュミット説について次の様に批判する。 「我々は， 111J日資本

が商品のfmi格に重大な影響を及ぼすとし、う著者〈シュミット：lの考えに賛成する。し

かし我々はその点に価値原理との一致を見るのではなくむしろそれに違反した現象を

みるのであるJ (Ebenda, S. 807) 

(18) エンゲ、ルスからシュミット宛の手紙， 1895年 1月3日。
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「ファイアマ γの論文は，実際にマルクスの理解の別の面への誤解的な論及

や，いろいろな形而上学的な，すなわち反弁証法的な逸脱のために，あまり

に奇妙なところがあるので，彼をほかの誰よりも問題の核心に近づけている
ω 

幸運な手がかりもそのためにほとんど隠されている」

ここで、エンゲルスが「マルクスの理解の別の面への誤解的な論及」 「形而上学

的な」 「反弁証法的な逸脱」というのは，労働価値説を「内在的」なものとし

て， 「慣習的」な価格関係と区別し，かつ『資本論』冒頭の商品規定を資本主

義商品に限定すべきであるとするファイアマンの主張に向けられたものである

ことは確かであろう。エンゲ、ルスにしてみればこうした考え方が「周定したも

の」 「確定した定義」として対象を把える方法であり，従ってファイアマンは

「諸物やそれらの相互関係が……可変的なものとしてとらえられるところで

は，それらの思想的模写である諸概念もやはり変化や変形を受けるものだとい

うこと，それらは……それらの歴史的または論理的な形成過程のなかで展開さ
事｛｝）

れるのだということ」を理解しないものだ，とされることになる。しかしこの

エンゲルスの批判は半ば正当，半ば的外れであろう。確かにファイアマンの方

法に従えば，冒頭商品の価格規定に際して既に平均利潤や地代が構成要素とし

て明示的に含まれねばならないことになる。このようにこれらの諸要因をいわ

ば原理論の体系の冒頭で持ち出すということになれば，これを厳密な概念規定

を与えた上で、用いることは不可能となる。この意味で冒頭商品の価格規定を生

産価格の規定として「確定した定義」を与えることは無意味でしかなし、。しか

し他方でエンゲルスは，ファイアマン説が，商品論から利潤論への展開を「歴

史的または論理的な形成過程」と把えていない点をもって，対象を固定的に把

握するとしているが，この点は必ずしもそうとはいえないように思われる。フ

ァイアマンは，特殊資本主義的な「分配」要因と，労働という「内在」的要因

の二重構造という認識の枠組のなかで，明確に対象の可変性（ファイアマン自

(19) エンゲルスからカウツキー宛の手紙， 1895年1月3日。

側 Engels, K..., ][, S. 20, 国同36ページ，岩村25ページ。
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身の表現でいえば「慣習的」な関係〉を指摘しているからである。

以上の様に，ファイアマンの提起した問題は，価値法則と平均利潤の関連を

議論する前提として， 『資本論』第1巻冒頭の商品論の性格規定をどの様に把

えるべきか，という新たな内容を含むものであった。こうしてファイアマン以

前の諸論者がし、わば自明のものとして描いていたくあるいは各自が勝手に思い

込んでいた〉価値法則のイメージに対して，共通のマルクス解釈の土台なしに

は一歩も議論は進まない，とし、う段階に達したといえるO 事実，ファイアマン

以降の議論は，価値法則の解釈にかなり重要な比重が占められることになる。

次にみるシ斗ミットの新たな主張は，むしろこの点に終始するかたちで、平均利

潤の議論が展開されることになるのである。 （未完〉
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